
 

 

 
 
令和７年度          学校自己評価表（報告） 

学 校 運 営 計 画 

学 校 運 営 方 針 

１ 光り輝く魅力ある“村上高校”を目指す！（生徒と教職員が元気になる） 

２ 当たり前のことが当たり前にできる生徒を育てる学校を目指す！ 

３ 人間的魅力にあふれた生徒を育てる学校を目指す！（「堅忍不抜」の精神） 

４ 組織力（全員協力）で動く学校を目指す！（チーム村上高校） 

５ いじめ、体罰を許さない学校を目指す！（人権を尊重する学校づくり） 

６ 地域に一層開かれた学校を目指す！（情報発信と授業公開等の推進） 

三つの方針(スクール・ポリシー) 

育成を目指す資質・能力に

関する方針 
(グラデュエーション・ポリシー) 

１ 未知のものに勇気をもって向き合い、謙虚に、かつ、意欲的に学ぶ生徒の育成を

行います。 

２ 他者への配慮と心のこもった挨拶や振る舞い方を身に付け、思いやりをもって他

者に接することにより、真に信頼される生徒を育成します。 

３ 学校生活の様々な機会を通じて心と体を鍛え、自分の将来の目標に向け、覚悟を

もって努力する生徒を育成します。 

教育課程の編成及び実施に

関する方針 

(カリキュラム・ポリシー) 

１ 生徒一人ひとりの学力を高めるために、基礎的な学習の繰り返しにより知識の定

着を図る指導を行います。 

２ 確かな学力に基づく問題解決力と判断力を身に付けさせるために、教科横断的な

探究学習を行います。 

３ 専門分野に対する深い理解をもった職員が、質の高い授業を行い、学ぶことの面

白さと喜びを伝えながら、生徒の教養を高めます。 

入学者の受入れに関する方

針 
(アドミッション・ポリシー) 

１ 学ぶことに意義を感じながら、自身の成長を信じて日々努力できる生徒 

２ 自分と異なる考え方や新しい知識に誠実に向き合い、人間性を磨こうとする生徒 

３ 地域や世界に対する理解を深め、自ら得た知識や考え方を生かしながら、将来、

社会に貢献しようとする意欲を持った生徒 

昨年度の成果と課題 年度の重点目標 具体的目標 

学校行事や外部との連携

は、教員の働き方改革の支

援も踏まえた上で、充実し

た教育活動を展開すること

ができた。また、生徒の学

びを保障するためのICTを活

用した授業改善や校務支援

システムの運用も、さらな

る定着が進んでいる。 

一方、前年度の学校自己

評価では、特に家庭学習時

間の項目において当初の目

標が十分に達成されていな

いことが明らかとなった。

そのため、生徒がより意欲

的に学習に取り組めるよう

、引き続き効果的な方策を

検討・実施していく。 

(1)学習習慣確立と

学力の向上 

○学び方、学ぶ姿勢を体得させる。 

○授業改善をとおして、基礎基本の定着を図る 

○上位者・中位層を更に伸ばす工夫と全体の底上げを図る。 

(2)基本的生活習慣

の確立と生徒支

援体制構築 

○「時間を守る、礼を正す、場を清める」の３つの基本を徹

底する。 

○規範意識と社会性を醸成する。 

○人権教育、特別支援教育への理解を深め、豊かな人間性を

育む。 

(3)主体的進路選択 

 と進路目標の実現 

○村高イヨボヤプランを軸としたキャリア教育を通して、生

徒の個性に応じてキャリアアップを図ることにより、主体

的な進路選択能力・態度を育成する。 

○国公立大学・難関私立大学への進学を可能にする組織的、

系統的な進路指導体制を構築する。 

(4)積極的な情報発

信と地域に開か

れた学校づくり

の推進 

○キャリア教育、ＩＣＴ活用、授業改善などの取り組みによ

って学校の魅力を高め、保護者や生徒から学校の魅力が地

域に自然に発信されるようにする。 

○学習支援クラウドサービス等を情報発信手段としてより活

用するとともに、各行事において保護者や中学生の来校者

数を増加させる。 

重点目標 具体的目標 具体的方策 評価 

学習習慣

確立と学

力の向上 

○学び方、学ぶ

姿勢を体得さ

せる。 

・通年で朝学習を展開し、基礎・基本の定着を図る。 A 

B 

A 

・家庭学習時間を確実に記録させ、１・２学年９月で家庭学習平日２時

間以上の生徒が 30％以上、３学年４月で家庭学習時間平日３時間以上

の生徒が 50％以上にする。(ｽﾀｻﾎﾟ 1 年 12.3%、2 年 11.9%、3 年 5.4%） 
C 

・学年末の観点別評価において、主体的に学習に取り組む態度の評価Ａ

の数を全体の 50％以上にする。 
A 

○授業改善をと

おして基礎基

本の定着を図

る。 

・90％以上の教員が、授業等において、生徒が情報収集や資料作成な

ど、目的に応じてタブレット端末を活用するよう指導できる。 
B 

A ・電子黒板やタブレット端末など ICT を活用した授業が、学習意欲の向

上につながっていると捉えている生徒を 80%以上とする。 
A 

・模擬試験において、学力低位層の生徒を減少させる。 A 
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○上位者・中位

層をさらに伸

ばす工夫と全

体の底上げを

図る。 

・難関国公立大学と難関私立大学に合わせて５人以上合格させる。(５

人) 
A 

A ・国公立大学進学率を 12％以上にする。（21%） A 
・実用英語技能検定において準２級合格率 50％以上、２級合格率を 25％

以上にする。（準２級 54%、２級 35.7％） 
A 

Q基本的

生活習慣

の確立と

生徒支援

体制の構

築 

○「時間を守る、

礼を正す、場を

清める」の３つ

の基本を徹底す

る。 

・端正で清楚な服装・頭髪に努めるとともに、社会生活における礼儀と

マナーを育成する。 
A 

A 

A 

・基本的生活習慣を身につけさせ、社会規範を遵守する態度を養う。 A 
・授業開始時に教室が整理されている。 B 

○規範意識と社

会性を醸成す

る。 

・いじめや体罰のない学校づくりを推進するため、年３回以上アンケー

トを実施する。（３回） 
A 

A ・情報モラル講演会を実施し、保護者への啓発も行う。 B 
・交通ルール・マナーを遵守する指導を徹底し、生徒の交通事故報告件

数を３件以下にする。（0 件） 
A 

○人権教育、特

別支援教育へ

の理解を深

め、豊かな人

間性を育む。 

・人権教育に関する職員研修会を２回以上行うとともに、生徒全体への

指導機会を３回以上確保する。（職員２回、生徒３回） 
A 

A 
・特別支援教育推進委員会を年６回以上開催し、生徒の情報の共有や効

果的な支援方法を立案・実施する。（６回） 
A 

・生徒が安心して学校生活を送れるよう、いじめの未然防止と発覚した

際の迅速な対応を目的とした教職員の校内研修を実施する。 
A 

主体的進

路選択と

進路目標

の実現 

○村高イヨボヤプ

ランを軸とした

キャリア教育を

通して、生徒の

個性に応じてキ

ャリアアップを

図ることによ

り、主体的な進

路選択能力・態

度を育成する。 

・地域の課題や魅力を学習することで、７割以上の生徒が地域に対する

興味・関心が高まったと実感している。 
A 

A 

A 

・イヨボヤプランにおける探究活動の成果を、７割以上の生徒が進路に

役立つと実感している。 
A 

・２学年末の時点で将来就きたい仕事を具体的に考えている生徒を７割

以上とする。 
A 

○国公立大学・

難関私立大学

への進学を可

能にする組織

的、系統的進

路指導体制を

構築する。 

・進路指導部を中心に放課後、長期休業中、平常補習、面接指導、小論

文指導を体系化し、組織的に指導する体制を構築する。 
A 

A 
・共通テスト国公立型出願率を 30％以上にする。（38.4％） A 

・国公立大学の総合型選抜、学校推薦型選抜の出願率を 10％以上にす

る。(16％) A 

戦略的情

報発信と

地域に開

かれた学

校づくり

の推進 

○キャリア教育

や授業改善な

どの取り組み

を充実させる

ことによって

学校の魅力を

高め、保護者

や生徒から学

校の魅力が地

域に自然に発

信されるよう

にする。 

・１学年の総合的な探究の時間において、地域と連携した取り組みを３

回以上行う。（4 回） 
A 

A 

A 

・高校生活に 80％以上の生徒が満足またはやや満足している。   A 

・随時、保護者へ授業を公開する。 

(１２年生イヨボヤ発表会での保護者や評議員の参加があった。) 
A 

○学習支援クラ

ウドサービス

を情報発信手

段としてより

活用するとと

もに、中学生

に向けた情報

発信を充実さ

せる。 

・学習支援クラウドサービスを情報発信手段として平均して学年あたり

月３回以上活用する。（月 4回以上） 
A 

A 

・ＰＴＡの各事業への参加率を前年度よりも増加させる。 

  PTA 総会参加率 R5）17･８％、R6）16.3％、R7)18.6％ と増加 
A 

・中学校から依頼のあった全ての高校説明会について担当者を派遣する

とともに、生徒が主体となるオープンスクールを年１回開催する。 

(年１回) 
A 

成果 

 家庭学習時間については、当初の目標を達成できなかったが、難関大学への進学率、PTA

事業への参加率は、増加し目標を達成できた。今年度は学習支援クラウドサービス等を積極

的に活用し、情報発信を行った結果、保護者や学校評議員の発表会等の参加につながった。

ICT を活用した授業実践も教職員のスキルが着実に向上しており、次年度は更なる充実を期

待する。 

総合評価 

A 


